
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表３－15 日程】 

時間 内容 

19：00 

 

推進委員会委員長挨拶 

趣旨と日程の説明（事務局）

19：10 

 

 

 

 

 

 

21：00 

《分散会》進行：推進委員 

アイスブレイク 

サイコロトーク 

 

 

 

 

分散会ごとに閉会 

（記録者が記録とアンケート

を事務局へ提出） 

 

【表３－16 参加者別割合】 

区分 人数 割合 

保育所関係者 

（保護者・保育所等） 

２５名 １３％

小学校関係者 

（保護者・教職員等） 

５５名 ２８％

中学校関係者 

（保護者・教職員等） 

３５名 １８％

地域住民等 

（ 学 校 支 援 ボ ラ ン テ ィ

ア等） 

８０名 ４１％

合 計 １９５名 １００％

 

【表３－17 分散会の内容と参加者数】 

分散会 内  容 人 数 担  当 

第１分散会 すくすく育て 鹿町っ子 

（乳幼児期～小３までの子育て） 

 ３７名 保育所関係者 

第２分散会 たくましく育て 鹿町っ子 

（学童期の子育て） 

 ４７名 鹿町小学校ｽｸｰﾙｴﾘｱ 

推進委員会 

第３分散会 凛々しく育て 鹿町っ子 

（思春期の子育て） 

 ６８名 鹿町中学校ｽｸｰﾙｴﾘｱ 

推進委員会 

第４分散会 父親集合！ 

（父親の育児参加を考える） 

 ４３名 歌浦小学校ｽｸｰﾙｴﾘｱ 

推進委員会 

 合  計 １９５名  

平成18年度の「つながろう会」の様子 



（３）研修成果の活用 

研修会は基本的に、「地域全体で子育てに取り組む」という意識を地域住民を含め

た全員に持たせることから始まる。そのため楽しみながら参加できるという活動を通

して「子育て情報の共有」を図ることに努めている。また、教育関係者のみならず学

校支援ボランティアを中心に多くの地域住民を巻き込むことで、その効果は町全体へ

波及し、「子育てを中心としたまちづくり」へと拡大することができる。 

つながろう会をはじめとした各種の研修会の具体的な成果とその活用は、次の通り

である。 

  ① 新規ボランティア登録者の拡充 

学校や保護者との関わりを通して連帯感が生まれることで、住民のボランティア

意識も高まっている。人材バンクへの登録や協力したいという住民は徐々にではあ

るが増加している。 

  ② 学校支援ボランティアへの専門的な知識の提供 

研修を行うことにより、学校支援ボランティアに対してより専門的で実践に即し

た知識を提供することができ、スムーズな支援活動に繋がっている。また、学校支

援ボランティアが研修することで、受入れる学校にとっても依頼する際の安心感と

意欲を持った学校支援ボランティアと共に学習活動に取り組むことで子どもたち

に対する何倍もの学習効果の提供にも繋がっている。 

  ③ ニーズの具体化 

研修の様々なテーマを教育現場が抱えている現実的な課題と結びつけて設定す

ることで、学校支援ボランティアが支援方策を自主的に考える機会になり、研修す

る内容にも具体性が生まれる。そして、「今必要としていること」に対してのより

具体的な支援にも繋がっている。 

 

４ 事例に見る成果と課題 

 鹿町町では、教育ネットワーク推進事業を中心に「学社融合」の取組を進め、学校・

家庭・地域を繋ぎ、「子育てまちづくり」を実践している。鹿町町のような小さな町（人

口5,359人）においては、少ない予算で青少年健全育成と地域住民の生涯学習推進を同時

に進行しつつ町全体の活性化が図れる事業は理想的であるといえる。自身の生涯学習や

我が子の子育てに関して、「誰かにやってほしい」「行政がやってくれないと困る」とい

う言葉を耳にすることがあるが、行政が学習機会の提供とその他の必要なサービスや情

報の提供は行うものの、判断し、決定するのは保護者や住民自身である。そういった意

味で、事例として紹介した「つながろう会」に200名近い方が参加し、半数近くが地域住

民であることからも鹿町町の「学社融合」の取組が地域に浸透していることが伺える。

また、実際の学校支援ボランティアの活動にも多くの町民が関わっており、その活動の

様子を「広報しかまちネット」を活用して広く町民に情報提供していることも「学社融

合」を進める上で効果的な取組である。しかし、学校支援ボランティア活動やボランテ

ィアの研修においては、次のような課題もある。 

 ○ 研修参加者や人材バンク登録者の十分な活用 

研修参加者方や人材バンクの登録者は、それぞれに熱意をもっている。しかし、活

動の場の提供が十分ではない。学んだことをすぐに生かせる環境作りが必要である。 

 ○ 現代的課題に対応した研修内容の設定 

教育現場の課題だけでなく、「団塊の世代をいかに活用するか」「少子化が進む中で
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の学校支援のあり方」など地域社会における現代的課題を考慮する必要がある。 

 ○ ボランティアに対する意識の改革 

「～をしてあげる」という意識では、お互いの信頼関係を構築することはできない。

また、学校支援ボランティアに関わることが自分の生涯学習であるという意識付けも

重要である。 

 ○ 研修終了後の評価とその活用 

 研修終了後の達成度や参加者の満足度を細かく検証し、課題や問題点を見つけ出し

ながら改善点を探るという評価・検証を行わなければならない。 

 

 学校支援ボランティア活動を進める上での課題として、学校の受入れ体制があげられ

ることがある。鹿町町では、学校支援ボランティア派遣事業を企画する際に、「本当に学

校が必要としているか」「学校の指導計画を尊重しているか」ということを検証し、「地

域の教育力を導入することは先生方にとって大きな負担になる」という前提のもと、社

会教育の行政側と学校が十分に協議を行い、学校支援を導入した場合のメリットとデメ

リット、また懸念される諸問題の解決策を事前にお互いが納得するまで話し合った上で

事業を実施している。学校が求めていないことを無理に押し付けても、負担を強いてし

まうだけで反発を生みかねない。新しいことに取り組むということは相応のエネルギー

や時間を要するということを忘れてはならない。 

鹿町町は、近隣の佐世保市と合併の協議を進めておられる。今まで積み上げて来たネ

ットワークや鹿町町ならではの教育システムを維持することが望まれるが、合併に向け

て町民のさらなる意識高揚を図るとともに、コーディネート力をもった地域リーダーの

育成としっかり地域に根付いたネットワークづくりが社会教育行政求められるところで

ある。 

（木村 真介） 

 

（聞き取り調査協力者） 

所 属 氏 名 

長崎県鹿町町教育委員会社会教育主事 口石 裕輔 
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第４章 学校支援ボランティア活動の現状と課題 
 

１ 学校支援地域本部事業の概要と取組の現状 

（１）学校支援地域本部とは 

 学校支援地域本部は、学校の教育活動を支援するため、地域住民の学校支援ボラン

ティアなどへの参加をコーディネートするもので、いわば“地域に作られた学校の応

援団”といえ、これまで各学校、各地域で、地域の方々に様々な形でご協力をいただ

きながら学校運営や教育活動を行う取組が進んできているが、学校支援地域本部はそ

うした取組の延長線上にあるといえる。すなわち、地域住民が学校を支援する、これ

までの取組をさらに発展させて組織的なものとし、学校の求めと地域の力をマッチン

グして、より効果的な学校支援を行い、教育の充実を図ろうとするものである。 

 文部科学省では、平成20年度予算に50億4,000万円を計上し、全国1,800か所（市町

村数に相当）に学校支援地域本部のモデルを設置する学校支援地域本部事業に取り組

んでいる。 

 

（２）学校支援地域本部のねらい 

社会がますます複雑多様化し、子どもを取り巻く環境も大きく変化する中で、学校

が様々な課題を抱えているとともに、家庭や地域の教育力が低下し、学校に過剰な役

割が求められるようになっている。このような状況のなかで、これからの教育は、学

校だけが役割と責任を負うのではなく、これまで以上に学校、家庭、地域の連携協力

のもとに進めていくことが不可欠となっている。 

このため、平成18年におよそ60年ぶりに改正された教育基本法に学校、家庭、地域

の連携協力に関する規定が新たに盛り込まれた。 

学校支援地域本部は、これを具体化する方策の柱であり、学校・家庭・地域が一体

となって地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えることを大きな目的としている。 

具体的には、それぞれの学校の状況に応じて地域ぐるみで学校の教育活動の支援が

行われることで、次の３点について期待される。 

① 教員や地域の大人が子どもと向き合う時間が増えるなど、学校や地域の教育活動

のさらなる充実が図られる。 

ア 教員だけでは担いきれない、あるいは必ずしも教員だけがすべて行う必要がな

い業務について地域が支援することにより、教員が、より教育活動に専念でき、

より多くの時間を子どもと向き合うことや授業準備等に充てられるようになる。 

イ 子どもたちが多様な知識や経験を持つ地域の大人とふれ合う機会が増え、多様

な経験の機会や学習活動、部活動の充実、学校の環境整備等が一層図られるとと

もに、多くの大人の目で子どもたちを見守ることで、よりきめ細かな教育にもつ

ながる。 

ウ 子どもの地域に対する理解やボランティアへの関心も高まる。 

② 地域住民が自らの学習成果を生かす場が広がる。 

地域住民が意欲と関心を持って自らすすんで学校支援活動に参加することは、こ

れまで培ってきた知識や経験を生かす場が広がり、自己実現や生きがいづくりにつ

ながるもので、特に、次代を担う子どものために学習成果を生かすことは、教育基

本法に定められている「生涯学習の理念」にも適い、社会的にも大きな意義がある。 

③ 地域の教育力が向上する。 
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これらの結果、地域住民が子どもの発達段階に応じて教育を行う学校で活動する

ことで、近年その低下が指摘されている地域の教育力（地域住民が、子どもの健全

育成のため、例えば、人を思いやること、自然やものを大切にすること、社会のル

ールを守ることなどについて、子どもたちに対し、その発達段階に応じて適切な働

きかけを行う力）が向上し、これにより、地域の絆が強まり、地域が活性化するこ

とが期待される。 

 

このように、学校支援地域本部は、それぞれの地域の教育機能を、地域住民の力を

フルに活用しつつ、学校を中心に再構築しようとするものである。 

 

（３）学校支援地域本部の基本的なしくみ 

学校支援地域本部は、基本的には、「地域コーディネーター」、「学校支援ボランテ

ィア」、「地域教育協議会」から構成される。 

「地域コーディネーター」は、学校支援ボランティアに実際に活動を行ってもらう

など、学校とボランティア、あるいはボランティア間の連絡調整などを行い、学校支

援地域本部の実質的な運営を担うもので、学校支援地域本部の中核的役割を担い、そ

の成果を左右する重要な存在である。これまで学校が行うことが多かった連絡調整の

業務を地域が自ら行うことで、学校の負担軽減にも配慮する。地域コーディネーター

は、その業務を行うに当たり、子どもたちや学校の状況、ニーズをよく把握する必要

がある。このため、学校のよき理解者であるとともに、地域に精通していることも求

められる。 

「学校支援ボランティア」は、実際に支援活動を行う地域住民である。支援活動の

内容は、いわゆる学校管理下の活動が対象となるが、例えば、①授業に補助的に入る、

ドリルの採点を行うなど授業の補助や実験、実習の補助等の学習支援活動、②部活動

の指導、③図書の整理や読み聞かせ、グラウンドの整備や芝生の手入れ、花壇や樹木

の整備等の校内の環境整備、④登下校時等における子どもの安全確保、⑤学校行事の

運営支援など、学校のニーズに応じて様々なものがある。そのレベルも、ある程度の

専門性が必要なものから、特段の資格や経験等がなくてもできるものまで幅がある。

いずれにしても、ボランティア一人ひとりが学校の仕組みや教育方針等をよく理解し

た上で、自らができることを、できるときに、できる範囲ですることが望まれるが、

まずは、子どもの教育に意欲と関心を持って主体的に参加することが大切といえる。 

「地域教育協議会」は、学校支援地域本部においてどのような支援を行っていくか

といった方針などについて企画、立案を行う委員会である。その構成員は、学校やＰ

ＴＡ、コーディネーターやボランティア代表をはじめ、公民館等の社会教育関係者、

自治会や商工会議所等地域の関係者などが考えられるが、具体的には、市町村教育委

員会がそれぞれの実情を踏まえて判断することになる。子どもの教育について話し合

う組織がすでに地域に設けられている場合には、その既存の組織を地域教育協議会に

替えることも可能である。 

また、学校支援地域本部の打ち合わせやボランティアの待機、休憩など、本部の活

動のための場所については、学校や子どもの状況の把握、緊密な連絡や迅速な対応と

いった観点からも、校内の余裕教室等に置くことが望ましいが、学校や地域の実情に

よっては近接する公民館等に置くことも考えられる。 
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（４）平成20年度学校支援地域本部事業の予算概要 

① 学校支援地域活性化推進委員会の設置（文部科学省）  20百万円 

学校支援地域活性化推進委員会を文部科学省に設置し、学校、家庭、地域をつな

ぐ新たな連携方策の在り方等について検討、学校支援地域本部事業の選定、事業評

価を行う。 

【 図 ４ － １  学 校 支 援 地 域 本 部 の 概 要 】  
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  ② 学校支援地域本部事業の実施 5,020百万円 

全国の市町村を対象に、地域にコーディネーターを置き、その連絡調整の下に地

域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」を各

市町村に１本部以上設置し、全国的な普及を目指す。 

   ア 運営協議会の設置（64都道府県・政令指定都市）＠896千円   57百万円 

   イ 実行委員会の設置（1,800市町村）＠500千円  900百万円 

   ウ 学校支援地域本部の設置（1,800箇所）＠2,257千円  4,062百万円 

 

（５）平成21年度学校支援地域本部事業の予算概要（予定） 

  ① 学校支援地域活性化推進委員会の設置（文部科学省）   20百万円 

  ② 学校支援地域本部事業の実施【委託費分】        3,384百万円 

   ア 運営協議会の設置（65都道府県・政令指定都市）＠896千円  58百万円 

   イ 実行委員会の設置（1,800市町村）＠389千円         701百万円 

   ウ 学校支援地域本部の設置 

             継続分（1,275箇所）＠1,500千円             1,913百万円 

              新規分（未設置市町村950箇所）＠750千円        713百万円 

  ③ 学校支援地域本部事業の実施【補助事業分】    14,261百万円の一部 

    （「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」に予算計上） 

    ア 学校支援地域本部の設置（新規分（委託事業分除く）3,400箇所） 

     ※地方公共団体向け補助金（国負担１／３） 

 
（６）全国における取り組み状況（実施計画より） 

学校支援地域本部事業は、平成20年12月現在全国47都道府県10政令指定都市におい

て実施され、目標としていた1,800を大きく上回る2,145の本部が立ち上がり、6,593

の学校でボランティアの方々が活動をはじめている。計画段階のデータであるが、各

本部において取り組もうとしているボランティア活動の内容は、これまで多くの学校

で実施されていた登下校の安全指導や環境整備のほか、学習支援活動が多く、本事業

の目的の一つである学校の教育活動の充実に取り組もうという各本部の方向性が見え

る。 

今後、本年度の事業終了後各本部から提出される報告書により、全国の本部の取り

組み状況をとりまとめる予定である。 

① 実施都道府県・政令指定都市数  47県10市（87.7％） 

② 実施市町村数      867市町村（48.6％） 

③ 実施本部数    2,145か所 

④ 実施学校数     6,593校 

うち公立小学校      4,512校（20.3％） 

うち公立中学校     2,044校（20.2％） 

その他（特別支援学校等）    37校 

⑤ コーディネーター数       12,077人 

⑥ ボランティア数       318,822人 

⑦ 活動内容（実施校）  

ア 学習支援活動     4,510校（68.4％） 

イ  部活動指導   1,483校（22.5％） 
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ウ  環境整備     4,496校（68.2％） 

エ  登下校安全指導     5,174校（78.5％） 

オ  合同行事     2,358校（35.8％） 

カ  その他   1,501校（22.8％） 

 

（出口 寿久） 

 

 

２ 学校支援ボランティアに求められる資質・能力と研修の方向性 

（１）学校支援ボランティアに求められる資質・能力 

学校支援ボランティアの資質・能力を論ずることは、極めて微妙で難しい問題を含

む。そもそも、ボランティアの募集に際し、保護者や地域住民等の中には「学校の支

援なんて、私にはとても・・・」などと尻込みする人も多い現状で、格別な資質・能

力が必要なことを強調するなら、今後、学校支援ボランティアを増やすことは一層困

難になるだろう。 

一方で、学校側からすれば、校内で子どもたちと直接に接したりする以上、ボラン

ティア活動の内容によってはある程度の専門知識・技能を必要とするなど、なんらか

の資質・能力を求めるだろうことも当然である。 

このような問題の困難さゆえか、資質・能力の向上を目指す研修の必要性を論じた

ものは多くあるが、その必要な資質・能力の中身を論じた先行研究はほとんどないよ

うである。もちろん、私にも今、学校支援ボランティアに求められる資質・能力の内

容を真正面から論ずる力はない。したがって、ここでは日々の具体的な学校支援の活

動場面を想定し、「ボランティアの身についていれば好ましいな」と思われる点を摘記

するにとどめる。 

 

① 学校支援ボランティアの意義を理解していること 

 まず、子どもたちの健やかな成長のためには、すべてを学校任せにするのではな

く、学校・家庭・地域の協働が不可欠であることを理解していることが必要である。

学校支援ボランティアは、そうした基本的な考え方に基づく活動であり、それは学

校のためだけでなく、何よりも子どもたちのためであり、またボランティア自身と

地域のためでもあることなどを理解しておきたい。 

 そして、こうした理解のもとに、子どもたちの健やかな成長のため自分にできる

ことを、できる時にしようとする意欲を持っていることが大切である。 

 

② 学校の現状及び今日における子どもたちの特質などを理解していること 

 ボランティアの誰もが学校教育を経験している。しかし、今日、その時の学校及

び子どもたちの状況とは大きく変わっており、自分の経験を過信してはいけないこ

とをまず認識する必要がある。そして、できれば、学校の経営計画（方針）や学校

（教員）の一日の動きなどを含めた現状について理解することが望ましい。また、

ボランティア活動を通じて様々な形で接することになる、今日における子どもたち

の特質などについて把握していることが必要である。 

 しかし、こうしたことについて、何もかもきちんと理解した上でなければボラン

ティア活動を始めてはいけないと考えるべきではない。むしろ様々なボランティア
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活動で実際に学校へ出入りすることを通じて、今日の学校が置かれた状況や子ども

たちの特質などについての理解も一層深まると考えるべきである。 

 

③ 人権を守る意識をもつこと 

 学校支援ボランティアは、豊かな人権感覚を身につけていることが望まれる。子

どもの人格を尊重するのはもちろん、同和問題や男女共同参画などへの理解を深め

ながら人権を徹底して守る姿勢をボランティア活動の基本とする必要がある。具体

的には、子どもたちと接する活動のあらゆる場面で、差別することなく公平に接す

ることはもちろん、差別用語の使用や「男の子らしく。女の子らしく」など男女共

同参画の理念に反する言動を避けるなど、きめ細かな配慮が求められる。 

 これに関連して、ボランティア活動が政治的中立に反したり、特定の宗教活動や

営利活動になってはいけない、という明確な認識を持つことも不可欠である。 

 

④ 活動を通じて知り得た秘密が守れること 

 学校（教員）が学校支援ボランティアの受け入れについて警戒感を抱いたり、拒

否反応をする要因の一つとして、学校の様々な情報がボランティアを通じて外部に

漏らされるのではないかとの不安があるとされる。 

 こうした学校の不安とは別に、ボランティアは本来、活動を通じて知ることがで

きた学校、教職員、子どもたち及びその家庭等に関する秘密はきちんと守らなけれ

ばならない。 

 もちろん、逆に、活動を通じて知ったボランティアの楽しさや、学校の称賛すべ

き取組や教員の苦労・努力、子どもたちの素晴らしさなどについては、地域社会へ

の積極的な PR 役を期待される。 

 

⑤ 子どもたちの話をきちんと聞き、子どもたちをほめることができること 

大人の感覚からすれば、子どもの話は要領を得なかったり、いらいらさせられた

りすることが多いものだ。しかし、学校支援ボランティアは、そうした子どもの話

を途中で遮ったりすることは厳に慎み、子どもの目線に立ち、上手に相づちを打っ

たり質問をするなどしながら、最後まできちんと話を聞けることが必要である。 

また、子どもたちを上手にほめることで、子どもたちの意欲を高めて長所を伸ば

したり、逆に注意すべき時は子どもたちの心を傷つけない配慮をしながらも、きち

んと注意できるボランティアであるべきだ。 

 

⑥ 教員や活動仲間との良好な人間関係をつくれること 

学校支援ボランティアは、ほとんどのすべての活動が教員と協働するものである。

そのため、ボランティアは出入りする学校で、子どもたちのことや活動内容等につ

いて教職員ときちんと話ができ、相互理解を図れることが不可欠となる。 

また、ボランティア活動は個人中心の場合もあるが、グループでの活動はボラン

ティの急な補充が容易になるなどで学校側の信頼感を高めたり、ボランティア同士

が相談や指導し合うなどして、より効果的な活動が可能になるとされる。そのため、

活動仲間との良好な人間関係をつくれることが大切になる。⑤と⑥に共通して求め

られている資質を一言で表せば、いわゆる「コミュニケーション能力」ということ

になるであろうか。 
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学校はこれまで述べてきたようなことをすべて身につけた、いわば完成型の学校支

援ボランティアを求めるべきものではなく、また現実的でもない。むしろ、具体的な

学校支援活動の経験や研修の積み重ねにより、徐々に確かな力をつけ、真に期待され

る学校支援ボランティアに育っていくという認識を持ち、それが可能になるような仕

組みづくりに工夫を凝らすべきである。 

 

（２）研修の方向性 

 繰り返しになるが、はじめから望ましい学校支援ボランティア像にぴったりのボラ

ンティアが存在する可能性は極めて小さく、実践活動を通じて自然に成長していく、

あるいは教育委員会や学校等が協力しながら育てるものである。そして、その「育ち」

を強化したり加速するのが研修である。こうした重要な役割を担う研修のあり方を考

える主要なポイントについて、次に述べる。 

 

  ① 学校支援ボランティアは特別なものではないとの認識から出発を 

学校支援ボランティアが、学校を主たる拠点に活動するボランティアであること

は間違いない。しかし、研修の計画や実施に当たっては、学校支援ボランティアが

特別なボランティア活動ではなく、あくまで地域で行われるボランティア活動の一

環に過ぎないとの基本的な認識が必要である。 

地域では、これまで既に様々なボランティア活動の実践の蓄積がある。それを基

礎に、その延長線上か発展型として学校支援ボランティアの具体化を考えるほうが、

地域住民等からとかく「敷居の高さ」や「近づきがたさ」を指摘される学校への支

援活動に対する理解が促進され、取り組みやすくなるからである。 

 

  ② 地域の実情にきめ細かな配慮が必要 

研修の計画や実施に当たっては、地域におけるボランティアをめぐる状況へのき

め細かな配慮が求められる。例えば、研修時間一つとっても、学校支援ボランティ

ア活動を目指して研修意欲が高い人がいる一方で、すでに学校支援ボランティア活

動をしている人の中にも、「学校から頼まれれば、何とか時間をやりくりしてお手

伝いに行っているが、さらに研修の時間なんてとれない」と言う人が多くいること

への配慮が必要である。 

また、研修の内容やレベルを考える際も、地域住民等の学校支援ボランティアに

対する意識の差が大きいことなどへの十分な配慮が大切である。 

 

③ ボランティアと教員が一緒に研修する機会を 

学校支援ボランティアが生き生きと活動するためには、教職員との相互理解が不

可欠になる。そのため、学校支援ボランティアと教職員が一緒に研修する機会をつ

くることが大切である。もちろん、研修時間の設定一つとっても、日々の業務に追

われ多忙な教員とボランティアとの調整は困難が予想される。しかし、例えば研修

会場を学校にすることで教員が参加しやすくしたり、あるいは教員を講師にするこ

とで他の教員の参加意欲を高めるなど、様々な工夫を凝らしながら実現の可能性を

追求する必要がある。 
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④ 既存事業の見直しや関連機関・団体等との連携を深める努力を 

多くの市区町村教育委員会にとって、学校支援ボランティアの研修は新しい課題

である。しかし、行政改革により職員数の削減が続き、弱体化が進んだ多くの市町

村教育委員会にとって、この研修事業に関する業務を、純増で処理することは極め

て困難であろう。 

したがって、市区町村教育委員会は既存事業を組み替えたり、あるいは関係機関

やボランティア団体、企業等が実施している事業と組み合わせて体系化を図ったり

することにより、充実した研修内容にするとともに、自らの負担増にならないよう

な工夫をする必要がある。 

こうした取組は、単に市区町村教育委員会の負担軽減のためだけではなく、地域

にある様々な機関・団体・企業等が連携して学校支援に取り組むことを通じて、そ

れぞれが力量を高めたり、地域の一体感を強めるとともに、新たなまちづくりの契

機ともなることが期待できる。 

 

⑤ 学校支援ボランティア相互で研鑽し合う条件整備や支援を 

都道府県及び市区町村教育委員会が企画・運営する研修を、多くのボランティア

に受講してもらうことも大切であるが、ボランティアが自ら企画し相互に研鑽する

ことも極めて大切である。したがって、教育委員会は、ボランティアがサークル等

をつくり、自分たちで研修を企画し、時には専門知識・技能を有するメンバーが講

師役を務めながら研鑽しあうことを積極的に奨励したり、あるいは相互研鑽の条件

整備を支援することなども重要である。もちろん、学校もそうしたボランティアに

よる取組への支援を惜しんではならない。 

 

⑥ 実践的な研修の充実を 

多くの地域における学校支援ボランティアをめぐる現状を考えれば、研修にそれ

ほど多くの時間をかけることはできない。したがって、学習内容を厳選するととも

に、短時間で成果をあげられるよう学習方法も十分な工夫をする必要がある。 

学習内容としては、抽象的な理論より、明日からの活動にすぐに役立つ実践的な

ことを重視すべきである。また、学習方法としては、実習・演習などを伴う体験的

な方法を多く取り入れることが大切である。その際、例えばボランティア活動とし

て授業の支援を想定して研修する場合、学校の理解と協力を得て、関連する授業の

参観などを行えば一層効果的な研修となる。 

（高橋  興） 
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第５章 学校支援ボランティアの養成及び資質向上のためのモデル

研修プログラム 
 

１ 学校支援ボランティア活動の推進に係る研修の在り方 

（１）研修の目標 

 ボランティアをする人は、もともと、ある活動に興味を持っていた人もいれば、広

報や知人の誘いなど、何かのきっかけで活動に興味を持つようになった人もいる。ボ

ランティアの語源は、「自発的に何かをする人」ということである。活動への内発的な

意欲や動機づけがボランティアの核心部分をなしている。 

 地域のボランティア活動は、例えば、福祉ボランティア、環境ボランティア、災害

ボランティアなど、いろいろの分野にわたっているが、実際の活動になると、それぞ

れの分野に特徴的な知識や技術というものが必要になる。もちろん、それらのボラン

ティア活動に共通する行動規範や配慮事項も心得ておかなければならない。 

 学校支援ボランティアも同様に、学校の教育活動に関わるための知識や技術が必要

であり、ボランティアとして守るべき良識・規範というものも当然要求される。学校

支援ボランティアの活動を円滑に、かつ安定的に進めるためには、活動と並行してボ

ランティア活動を支える研修の機会が必要になる。 

 この研修のねらい（目標）は、地域住民やその他の人々（学生や企業人等）が学校

支援ボランティアとして活動するための意欲と力量を身につけられるようにすること

である。活動意欲が高まれば、活動のための時間を積極的に確保するようになり、必

要な知識や技術の習得にもおのずから熱が入ってくるものである。また逆に、活動に

関わる知識や技術の習得に熱意をもつことで活動への興味関心がより深化することも

ある。ボランティア活動へのエネルギーの供給源として研修の意義は大きいと考えら

れる。 

 

（２）研修の位置づけ 

 従来、学校の活動は、児童生徒と教員（正確には教職員）の間で行われると見られ

てきた。それに対して、学校と地域の連携の視点に立てば、学校の活動は、児童生徒

と教員に地域住民が加わったものとみることができる。その加わり方を最適化するの

がコーディネーターの役割である。コーディネートとは、「つなぐ」とか「結ぶ」とい

う意味で、地域人材の経験や知識を学校の教育活動に結びつけて付加的な価値を生み

出す人のことである。コーディネーターは児童生徒、教員、そして学校支援ボランテ

ィアがそれぞれに充実感や幸せ感を高められるように調整の役割を果たす。 

 児童生徒を巡って、教員、コーディネーター、そして学校支援ボランティアは連携

協力しながら学校教育活動のなかで役割を果たすことになるが、それぞれの役割に応

じて要求される知識や技術が異なる。研修についても、互いに共通する部分を含みな

がら、それぞれ独自の研修プログラムが必要になる。 

 学校支援ボランティアの研修プログラムを作るときは、まずは、各ボランティアが

共通にもつべき知識や技術の習得に重点が置かれるべきである。 

 学校支援ボランティアの活動分野は、児童生徒の学習支援、各種学校行事の支援、

校庭や図書室の整備などの学校環境の整備、登下校時の見守り活動や校区見回りなど

の安全確認など多岐にわたっているが、各分野の活動に関わる専門的な研修の機会も

適宜持たれる必要がある。 
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 ボランティア活動は、教員から頼まれたこと、指示されたことをただこなすのでは、

本来のボランティアが持っている自発性は生かされない。ボランティア同士が話し合

って適切な行動をとれるように、グループとして自立していくことが求められている。

活動で問題が生じたときには、教員に相談したりグループで知恵を出し合ったり、組

織の一員として協調的に行動をとれることが重要である。そのような意味から、人間

関係やグループ行動について実践的な研修の機会をもつことも学校支援ボランティア

活動の質を上げるのに役立つ。 

 以上に述べた、学校支援ボランティアの研修の位置づけを図に示せば、およそ図５

－１のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 学校支援ボランティア研修の構成と内容 

（１）研修の基本構成 

 地域住民からみると、学校支援ボランティアは、地域のなかに数あるボランティア

の一つということになる。実際、日々の生活の中で、いくつかのボランティアを体験

している人は少なくない。学んだことを地域で生かすのには、地域でのボランティア

は大変よい機会といえよう。 

 学校支援ボランティアのための研修については、学校の視点に立てば「まず学校の

ことを知る」という研修からスタートするという考え方ができるが、人々の地域活動

や生涯学習の視点で考えるなら、まず、地域でのボランティア活動の意義や実際につ

いての理解から研修をスタートさせるという考え方に立つこともできる。 

 研修のモデルケースとして、ここではまず地域においてさまざまなボランティア活

【図５－１ 研修の位置づけ】 

 

教員研修 コーディネーター研修 

学校支援ボランティア研修 

交流・意見交換 

（行政、地域団体も参加）

ボランティアグループの 

課題解決のための研修 

深化・発展 

活動分野ごとの専門技

術向上のための研修 
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動がそれぞれの目的をもって取り組まれている現状の理解から入り、その一つに学校

支援ボランティアがあるという理解に進むという展開をとりたい。次いで、学校支援

ボランティアに取り組むために必要とされる学校や子どものことについての知識を得、

そしてその土台の上に、実際のボランティア活動に必要な知識や技術を習得するとい

う基本的な流れを採用したい。 

 以上に述べた、学校支援ボランティアの研修内容の基本的な構成と展開の流れを図

に示せば、およそ図５－２のようになる。 

 

ボランティ ア 活 動

に必要な知識 

 学校支援ボランティア

活動に必要な知識 

 学校支援ボランティア

活動に必要な技術 

 

 

 

（２）研修内容の構造モデル 

 研修の基本的な流れは、ボランティアに必要な知識の習得から実際の活動に役立つ

技術の習得へ、ということになる。研修内容の全体がどのような構造になっているの

かを示したのが表５－１である。研修内容をまず「知識」と「技術」に大別し、それ

ぞれに研修テーマ、そのテーマのもとで扱われる研修項目、さらに研修項目別に内容

例を掲げた。 

 実際の研修の企画では、これらの内容を４～５回に分けて実施する案や、地域や学

校の実情に応じてテーマや項目を取捨選択し、１～２回で実施する案など、いろいろ

なバリエーションが考えられる。 

研修の方法は、研修内容の特質に合わせて、講義（情報提供を含む）、演習、事例

紹介など、適当なものを選択する。 

研修の会場については、ボランティア希望者に実感を持ちながら学習してもらうと

ともに、教員には学校支援ボランティアについて理解してもらう契機とするねらいか

ら、学校で実施というのはよい案と思われる。また、社会教育と学校教育の連携協力

という点からは、地域の社会教育施設である公民館等での実施も推奨される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５－２ 研修の基本構成】 
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３ 学校支援ボランティア研修のプログラムの展開 

（１）プログラム展開の要点 

 学校支援ボランティア研修のプログラムを立案する場合、講義や演習の展開上、あ

るいは講師を選定する上で、とくに留意すべき点をいくつか挙げておきたい。 

 

  ①「ボランティア活動に必要な知識」について 

「ボランティア活動の意義」については、講義の中で紹介するボランティア活動

の事例の中に、学校支援ボランティア活動の事例を加えるなど、学校支援ボランテ

【表５－１ 研修内容の構造モデル】 

【知識】 
テーマ 項目 内容の例 

ボランティア活動の意義 ・ボランティア活動の種類と内容 
・生涯学習としてのボランティア活動の意義 
・地域活動としてのボランティア活動の意義 

人間関係づくりに必要な知識 ・ボランティア活動に必要な人権感覚 
・チームワークに関する知識 
・子どもや教員とボランティアの関わり方 

ボランティア活動に必要な知識 

地域資源に関する知識 ・社会教育施設の紹介 
・ボランティア活動を支援する公共施設の紹介

・ボランティア活動を支援する地域団体の紹介

・ボランティア活動を支援する企業の紹介 

子どもの発達・成長 ・年齢（学年）の違いによる子どもの特徴 
・子どもの発達や成長に関わる今日的課題 
・子どもの発達や成長を支援するための方策 

子どもの理解に

関する知識 

子どもの理解と接し方 ・子どもの自己表現の特徴 
・子どもとの関わり方 
・特別な支援が必要な子どもの理解と配慮 

学校の運営に関する知識 ・学校の教育方針等の理解 
・学校組織の理解 
・学校施設の理解 

学校生活の理解 ・学校の生活時程の理解 
・学校における子どもの生活の様子の理解 
・教員の一日の仕事の様子の理解 

学校支援ボラ

ンティア活動

に必要な知識 

学校理解に関す

る知識 

授業の理解 ・各教科の特徴と指導計画についての理解 
・授業の進め方についての理解 

 

【技術】 
テーマ 項目 内容の例 

より良い人間関係を作るための技術 ・好感がもてる表情や話し方 
・相手が話しやすくなる聞き方 

コミュニケーション能力

に関する技術 
グループ活動に必要な技術 ・話し合いの進め方 

・役割に応じた活動の仕方 

効果的な指導や支援をするための技

術 
・子どもの学ぶ意欲を育てる言葉のかけ方 
・自分で考える力を育てる言葉のかけ方 

資料作りのための技術 ・子どもによく分かるプリントの作り方 
・子どもの興味を引きつけるプリントの作り方

子どもの指導や支援に必

要な技術 

安全に活動するための技術 ・事故やケガを防ぐための準備の仕方 
・事故やケガが発生した場合の対応の仕方 
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ィア活動を意識した内容になるようにすることが望ましい。 

講師は、ボランティア活動の研究者（大学教授等）やボランティア活動の実践者

（活動団体の代表者等）に依頼するとよい。講師の情報については、必要に応じて、

都道府県の体験活動・ボランティア活動に関する問い合わせ先（ボランティア活動

支援センター等）に相談するのも一方法である。 

「人間関係に必要な知識」については、子どもを含めたボランティア活動で関わ

る人々との良好な人間関係は欠かせないため，一人のボランティアとして周囲とど

のように接し，働きかけていけばよいか、事例を交えて講義を進めるとよい。個人

と個人，個人と集団の両面から人間関係づくりについて理解を深める内容とする。 

 

②「子どもの理解に関する知識」について 

一般的な子どもの状況についての理解も大切であるが、地域の子どもの特徴等に

ついて話ができる教員等に講師を依頼し、実際に子どもと接するのに役立つような

学習内容とする配慮が必要である。 

また、特別支援教育については、「子どもの状況等についての担当者」とは違う

担当者を充てることが考えられる。しかし、あまりに専門的になり過ぎ、ボランテ

ィアが初めから身構えるようにならない配慮も必要である。 

 

③「学校理解に関する知識」について 

地域の学校の校長等に講師を依頼し、その学校の教育方針や施設についての具体

的な内容を伝えてもらうとよい。ただし、教育方針についてはあまり深入りしない

ような配慮が必要である。また、学校支援ボランティアを扱った写真や映像等を活

用し、具体的なイメージを持ってもらった上で、少し長めの質疑の時間を設定し、

それぞれのボランティアに対する思いの一端を語ってもらうことなど、研修方法に

一工夫があってもよい。 

 

④「コミュニケーション能力に関する技術」について 

「人間関係づくりに必要な知識」に関する講義を踏まえ，一連の流れの中で具体

的な対人関係及びグループ活動の基礎について演習を中心として学ぶ内容とする。

自律的なボランティアグループとして、課題解決能力を高めるような研修となるこ

とが望ましい。 

講師は、専門家や有資格者でなくても、研究会等に所属する教員、教育センター

が主催する研修会等に参加して研修した教員、生涯学習センターが主催する研修会

に参加して研修した社会教育主事（公民館主事）、民間企業の研修担当者などに依

頼してもよい。 

 

（２）研修実施上の課題とそれへの対応 

 実際に研修を企画し実施する場合、その環境条件は地域によってかなり異なること

が予想される。地域の実情にあった対応策を講じる必要があるが、以下では、いくつ

か想定されるケースを挙げながら、対応策を考えてみたい。 

① ボランティア希望者の経験や意欲に差がある場合への対応 

希望者の経験や意欲に応じて研修を企画することは難しい。例えば、講座の受付
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時に簡単なアンケートを配布し、演習のグループ分けの時に考慮したり、意見交換

ができる機会があれば、ボランティア活動や学校支援ボランティア活動の経験が長

い人に積極的な発言を促したりするなどの配慮で対応することができる。また、長

年の活動経験をもつ受講者に対しては、研修の運営に関わってもらうなど、相応の

役割を彼らに期待することもできよう。 

 

② 山間地等の人材が少ない地域で実施する場合の対応 

個々の地域住民に対する呼びかけでは人材が集まりにくい。地域で活動するグル

ープや団体（ＰＴＡ、公民館のサークル、趣味の会、老人会、食生活改善推進協議

会等）、行政団体や地元企業（役場職員、企業・事業所等）へ働きかけるのが効果

的と思われる。また、学校支援ボランティア研修会への参加が少ないことが予想さ

れる場合は、それぞれのグループの会合に出前講座のような形でボランティア研修

を組み込んだり、各種の公民館講座の一部にボランティア研修を組み込むなどの工

夫が有効と思われる。 

 

③ 講師の確保が難しい場合の対応 

できるだけ町内や近隣地域で講師の人材を確保するのが好ましいが、そのために

は、市町村単独で人材を捜すより、近隣市町村教育委員会に範囲を拡大するなど、

広域的にネットワークを作って情報交換をするとよい。 

また、遠方から講師を招く場合も、近隣の市町村で連携し、研修の開催時間の調

整、講師の移動の分業、謝金負担の分担などを行った方が、経済的にも時間的にも

有効となると思われる。 

 

④ 研修のための財源確保が難しい場合の対応 

「学校支援地域本部事業」の経費を有効に活用する方法がある。他にも、文部科

学省の他の事業、他省庁の事業、都道府県事業、民間団体の事業等との連携も考え

られる。 

また、単独で講師を依頼すると謝金・交通費・宿泊費等経費がかかるので、庁内

の他部局との連携（地域づくり事業との連携、地域福祉事業との連携等）、民間団

体との連携（社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等）、近隣市町村との連携等によって、

少ない財源で効果的な研修を実施することを検討するのも一策である。 

 

⑤ 研修のための時間の確保が難しい場合への対応 

新たに研修のための時間の確保が難しい場合は、学校支援ボランティアの希望者

が集まる機会を利用して研修を行う、あるいは情報を提供するという方法を検討す

るとよい。その場合、研修のための十分な時間の確保は難しくなるが、学校支援ボ

ランティアのための「ガイドブック」や「パンフレット」を活用し、活動への理解

と参加を呼びかけるだけでも効果を挙げることができるだろう。 

この章では、学校支援ボランティア活動に向けてのモデル研修プログラムを提示

して、その運用についての留意点を述べてきた。これを参考にして、地域の実情に

合わせて、無理がなく、かつ実効性のある企画をぜひ立てていただきたい。 

（野島正也） 
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第６章 学校支援ボランティア活動への期待 
 



第６章 学校支援ボランティア活動への期待 
 

１ 「ふるさと」の拠点・学校 

 中学校の若い「地域コーディネーター」は言った－「昭和20年代に地域の人びとが協

力し、この学校のために雑草を抜き砂利を運び運動場をつくった、と聞いたのは私にと

っては衝撃的でした」。 

 たしかに昭和20年代には衣食住も満足でない時期に、保護者や地域住民は学校に出か

け奉仕活動を展開していた。あるいは映画会やバザーを催し寄金を募り、あるいはイナ

ゴを獲ってお金に代え、学校の設備や備品を揃えた。住民による類似の奉仕活動は明治

初期にも見られた。当時も、近代学校をつくるために村人は子どもの教育のために道路

を普請し安普請でも学校を建設した。まだ「ボランティア」という言葉さえなかった時

代である。「おらが学校」のために献身することを厭わなかった。こうした活動で学校が

支えられてきたので、「ふるさと」とは学校を中核としていた。今でも中高年が同窓会で

「一人前」になったことを確認し合う原点は「おらが学校」である。 

 遡れば、このボランティア活動の原型は江戸時代、各地の農漁村や都市でも続けられ

た無尽、頼母子講、結いなどの相互扶助の仕組みにある。貧しい庶民でも講のメンバー

となって少額のお金を提供し、くじに当たればまとまったお金を得ることができた。し

かもメンバー全員がその恩恵に浴するまで繰り返した。私たちは民主主義を標榜しない

時代のこの仕組みを「含み資産」にして今日の地域共同体を形成してきた。 

 しかし、私たちは戦後、この五十数年間、学校教育や社会教育は納税者として行政に

任せ、また生活の物質的な基盤を消費者として企業に任せきりにしてきた。行政や企業

に任せ、地域社会を自発的に形成するべく小さな努力をすることを忘れてしまったので

はないだろうか。「社会の要請」よりも「個人の要望」に応えることを優先する暮しを身

につけてしまった。冒頭の若いコーディネーターが衝撃を受けた所以である。しかし私

たち日本人は講のような自発的な互助の精神を育ててきたのも事実である。かつて住民

同士の「つながり」があり、そのなかで学校教育のために一肌脱ぐ住民がいたのである。

こうして私たちは「ふるさと」を実感していた。 

 この歴史的事実を思い起こすよすがとなるのが、各地で活発になってきた学校支援ボ

ランティア活動である。この活動を住民と行政との協働で新たな「ふるさと」づくりが

期待できるのが「学校支援地域本部事業」である。 

 

２ 社会関係資本の再興 

 昭和20年代や明治初期の学校づくりを支えたのはパットナムの言う「社会関係資本」、

「ソーシャル・キャピタル」（注１）である。それは市民が自発的に金銭的な見返りを求

めることなく活動に参加する社会的な「つながり」である。社会資本とよばれる公共投

資や公共施設ではなく、人間と人間との絆、とりわけ信頼関係を指す。例えばホームパ

ーティ、社交クラブ、宗教団体、労働関連の組織などに人種や年齢や職業を超えて集う

場である。かつてのボーリング場にはだれでも参加できる社交的なリーグがあったのに、

今や、「孤独なボーリング」に興じているとパットナムは問題提起をした。 

 その膨大な実証的研究によれば、例えば社会関係資本指数が高いほど小・中・高の生

徒は標準テストの成績が高い、生徒の在学継続率なども高い。テストの成績や在学率は

人種、経済的な豊かさ、成人の教育水準など多数の要因が考えられるけれども、パット

ナムの分析結果は「社会関係資本」が単独でもっとも有力な説明要因である。 
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 歴史的・文化的・経済的条件が異なるアメリカ社会の分析を日本に適用するのは限界

がある。しかし、社会関係資本指数が高いほどテレビの視聴平均時間が低いなどの傾向

はわが国にも当てはまる。「全国学力・学習状況調査」で「基本的生活習慣」ができてい

る児童・生徒は正答率が高いのである。学力は、教師の力量もさることながら、家庭で

の生活習慣にあるということである。 

 しかし、この生活習慣の形成を現状の家庭に強要はできない。家庭の責任に帰するこ

ともできないし、したところで生産的な解決は困難である。むしろ家庭での生活習慣や

家庭学習を学校がこぞって支援することである。これは「全国学力・学習状況調査」で

トップクラスの秋田県に見られるごとくである。また地域の子どもたちのことを地域社

会の人びとが気づかっていく。企業も保護者の労働条件を改善するなどして支援する。

地域にかかわる人びとがささやかな努力、しばしば小さな犠牲を負っていくしかない。

「三方一両損」の大岡裁きの感覚で小さな犠牲を分有する。こうして得られた「つなが

り」が結局は成果を上げるし、成果が上れば分有の喜びも共有できる。 

 例を挙げよう。木更津市はこの10年あまり学校支援ボランティア推進システムを構築

してきた。子ども－教師－ボランティアが共有する「トライアングル・ハッピネス」を

理念とし学校支援ボランティア活動を活発に展開してきた。支援される人が増えれば支

援したい人も増える相乗効果で、ボランティア登録者も増えている。社会関係資本指数

の一つが確実に向上している。「いいコミュニティ」をつくることが地域のさまざまな問

題を本質的に解決できる可能性があるのである（注２）。 

 

３ ネットワーク行政 

 この「社会関係資本」を強めるには行政支援も欠かせない。教育基本法第13条は指摘

する－「学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責

任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする」。この地域の「相互の

連携及び協力」にはヒト、教師や親やボランティアなどのヒトだけではない。私たちは

社会教育施設のようなモノ、美術品や動植物などのモノからも学ぶ。図書やＤＶＤなど

のメディアに含まれるコトからも学ぶ。私たちはだれでも善く生きたい、だからだれだ

って学びたいと念じている。学びたがっているからこそ、ヒトだろうがモノだろうがコ

トだろうが、学びの対象となる。とりわけ、このヒト・モノ・コトのネットワークが整

えられていれば学習は活発になる。行政はこのニーズにネットワーク行政で応える必要

がある。 

 かつての学校は「文化の殿堂」であった。学校にしかオルガンや掛け時計はなかった。

第２次大戦後は、公民館も加わった。公民館や学校にしかフォークダンスやソフトボー

ルはなかった。しかし情報化した現代社会では今や、学校も公民館も「文化の殿堂」で

はない。文化は広く行き渡っている。しかし、それは統合的に働いてはいない。もし行

政が学校や公民館などの学習施設を拠点にヒト・モノ・コトのネットワークを形成でき

るならば、まちそのものが学びのキャンパスとなる。出入り自由な広場のような地域社

会に生まれ、育ち、老いることで善く生きることを励まされる。 

 このネットワーキングのためには生涯学習の支援には総合行政が求められる。「放課後

子どもプラン」のように教育行政だけではなく、文部科学省と厚生労働省、教育委員会

と福祉部局とが連携した事業が求められる。地元産業の振興や観光事業の活性化を図る

部局などとの連携も必要だろう。民間企業の力も借りる必要がある。 

 滋賀県では「学校支援地域本部事業」から漏れた学校にも地域の応援団を送るべく、
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「しが学校支援センター」を開設した。ここを拠点に「学校支援地域本部事業」になら

った「学校支援ディレクター」も配置した。ネット上には、住民や企業や団体の知識・

技術が提供できる「学校支援メニュー」を多数、用意して活用できるようにしている。

また「学校支援メニューフェア」を開催し、情報提供をフェイス・トゥ・フェイスの場

でも開催している。これには「売り手よし、買い手よし、世間よし」の「三方よし」を

ミッションとした近江商人の伝統を受け継ぐ企業も参加している。さらには、財団法人・

滋賀県教職員互助会が「学校生き生き活動支援事業助成金」を交付して、多彩なボラン

ティアを学校に送り込んでいる。子どもたちは気象予報士や音楽家や外国人などのユニ

ークなゲスト・ティーチャーの学習に新鮮な喜びを感じている。また高齢のボランティ

ア講師もその成果を発表する機会が与えられ、働きがいを蘇らせている。 

 学校支援ボランティア活動は行政がやるべきことを肩代わりする「ただ働き」だ、と

いう批判がある。金でサービスも商品も買える時代にボランタリーな自発的な活動を期

待するのは無理だ、という批判もある。しかし、これを反駁する現実が拡がっている。

学校支援ボランティア活動がそれである。生涯学習の成果を発揮するべく「出番を待っ

ていた」住民自身もいる。学校支援ボランティアを導入している地域では、そのおかげ

で、慌ただしい学校教育は鎮まり、活性化しつつある。教師はボランティアから新しい

アイディアをもらって授業や生徒指導に専念できるようになった。挨拶を交わすことも

なかったボランティアと児童・生徒とが道端で立ち話をするようになった。 

 「社会関係資本」が「資本」と呼ばれているように、それには経済的な効用もある。

その意味でも「学校支援地域本部事業」など学校支援ボランティア活動の支援は、費用

対効果が上ることが期待できる。 

（白石 克己） 

 

（注１）ロバート・Ｄ・パットナム／柴内康文訳：孤独なボウリング－米国コミュニティ

の崩壊と再生 柏書房 平成18（2006）年。特に第17章を参照 

（注２）「コミュニティ・スクール」の成功例を「社会関係資本」という観点で分析してい

る次の文献がある。 

    金子郁容：日本で「一番いい」学校－地域連携のイノベーション 岩波書店  

平成20（2008）年 
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